
 

農業集落排水事業への地方公営企業法の適用に係る関係条例  

の整備に関する条例の概要  

 

第１  制定の趣旨  

岩見沢市の農業集落排水事業に地方公営企業法の財務規定を適用すること

等に係る、関係条例の一部改正及び廃止を行う。  

 

第２  条例案の内容  

 (1) 岩見沢市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正（第１条関係）  

下水道事業に農業集落排水事業を組み込むとともに、従来の下水道事業

を公共下水道事業とするほか、下水道事業に地方公営企業法の財務規定を

適用する旨の規定を追加する。  

併せて、下水道事業の処理区域等に係る規定の整備を行う。  

(2) 岩見沢市特別会計設置条例の一部改正（第２条関係）  

８つの特別会計のうち、農業集落排水事業費会計を廃止する。  

(3) 岩見沢市農業集落排水施設条例の一部改正（第３条関係）  

集落排水施設の処理する人口及び排水量に係る規定の整備を行う。  

(4) 岩見沢市下水道事業に地方公営企業法の規定の財務規定等を適用する  

条例の廃止（第４条関係）  

上記 (1)の改正に伴い、条例を廃止する。  

(5) 岩見沢市終末処理場設置条例の廃止（第４条関係）  

地方公営企業における一体的な施設の設置及び運営の観点から、条例を  

廃止する。  

 

第３  施行期日  

令和６年４月１日  

 



１ 

岩見沢市条例第１８号  

 

農業集落排水事業への地方公営企業法の適用に係る関係条例の整備に関す

る条例をここに公布する。  

 

令和  ５  年１２月１５日  

 

岩見沢市長  松  野    哲    

 

農業集落排水事業への地方公営企業法の適用に係る関係条例の  

整備に関する条例  

 

（岩見沢市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）  

第１条  岩見沢市下水道事業の設置等に関する条例（昭和５７年条例第２６号）

の一部を次のように改正する。  

第１条中「下水道事業」を「公共下水道事業及び農業集落排水事業（以下

「下水道事業」という。 )」に改める。  

第１条の次に次の１条を加える。  

  （法の財務規定等の適用）  

第１条の２  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」とい

う。）第２条第３項の規定に基づき、下水道事業に法の規定の財務規定等

を適用する。  

  第２条第２項を次のように改める。  

２  公共下水道事業の予定処理区域及び予定排水区域、計画人口並びに処理

能力水量は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４条第１項に規定す

る事業計画に定めるところによる。  

第２条に次の１項を加える。  

３  農業集落排水事業の集落排水施設の処理する区域、人口及び排水量は、

岩見沢市農業集落排水施設条例（昭和６３年条例第１６号）第３条第１項

に定めるところによる。  



２ 

第３条中「地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」とい  

う。）」を「法」に改める。  

（岩見沢市特別会計設置条例の一部改正）  

第２条  岩見沢市特別会計設置条例（昭和３９年条例第１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第１条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号を第７号とする。   

（岩見沢市農業集落排水施設条例の一部改正）  

第３条  岩見沢市農業集落排水施設条例（昭和６３年条例第１６号）の一部を

次のように改正する。  

  第３条の見出し中「施設」を「設備」に改め、同条第１項の表中「１，６

７０人」を「１，１３０人」に、「５５１．１立方メートル」を「３７２．

９立方メートル」に改める。  

 （岩見沢市下水道事業に地方公営企業法の規定の財務規定等を適用する条例

及び岩見沢市終末処理場設置条例の廃止）  

第４条  次に掲げる条例は、廃止する。  

(1) 岩見沢市下水道事業に地方公営企業法の規定の財務規定等を適用する  

条例（昭和５７年条例第２５号）  

(2) 岩見沢市終末処理場設置条例（昭和４０年条例第１６号）  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

 （岩見沢市特別会計設置条例の一部改正に伴う経過措置）  

２  第２条の規定による改正前の岩見沢市特別会計設置条例第１条第６号に規  

定する農業集落排水事業費会計（以下「旧会計」という。）の令和５年度の

決算については、なお従前の例による。  

（権利義務の帰属）  

３  旧会計に属する権利義務のうち、令和５年度の収入及び支出に係るもので、

第２条の規定の施行の際旧会計に属するものにあっては、第２条の規定の施

行の際に、下水道事業会計に帰属するものとする。  


